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ナチ・レジーム初期の雇用創出政策(下〉

一一ーヲイ Yハノレト言十画を中 JL，¥に一一一

目次

I ラインハルト計画の基本的性格

1 第1次ラインハルト計画

2 第2次ラインハノレト計画

E ラインハルト計画と内政的諸条件

後藤俊明

1 労働市場の動向と地方財政(以上第130巻5.6号〉

2 労働者層の政治的統合〔以下本号〉

3 中間層問題への対応

4 大工業左の利害調整

E 結び

2 労働者層の政治的統合

第 2に，労働者層に対する内政的配慮という問題を指摘することができる。

1933年 5月2日， ナチスは SA.SS を動員して自由労働組合系の事務所を急

襲・占拠し，これを解散に追い込むことに成功した。つづいて自由労働組合以外

の労働組合も解散させられたあと. 5月10日「ドイツ労働戦線J(Die Deutsche 

Arbeitsfront=DAF)が新しい労働者組織として結成された刊〉。 これによって

ドイツ労働者運動の組織的基盤が解体されたわけであるが， しかし，この時点

でナチ党指導部は将来の労働者組織の任務について明確な指針を示すことがで

きず I混乱と殴昧さ」がなお支配的であった4引。 DAFの指導者ライ Robert

Leyは DAF結成時を回想して次のように述べてし、る。「当時私は全くの素人

としてそこへ赴き， 何故に自分がこの任務 [DAF0)指導ー引用者〕を任され

46) H.-G. Schumaull， Nationalsozialismus und Gewerkschaftsbewegung， Hannover / Frankfurt 
a. M. 1958， S. 68 f 

47) T. W， Mason， Sozialpolitik im Dritten Reich， Opladen 1977， S. 100 
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るのか白分自身非常に驚いた。当時われわれは完成された綱領をもち，それを
h 

取り出しそれに依拠して労働戦線を構築したわけではない。私は総統から労働

組合主引き継ぐ任務を受げ取ったが，そのことがその後どのように推移してい

くかを私はしばらく注視していなければならなかった」と州。その意味で，DAF

U 結成は労働組合問題の最終的解決であったというより，むしろ不明確な方針

に基< i暫定的解決」 でしかなかったといえよう刷。その理由は， ひとつに

は，ナチ経営細胞組織 (Nationalsozial.ist且民heBetrIebtlzellen-Organisation二

NSBO)が1933年春以降その活動を活発イじさせ，労働組合的性格を強めて「ナ

チ統一労働組合」の結成を展望し始めるという状況にあったからであり，また

他方で， 3月の経営評議会選挙で明確に示されたように;0九組織労働者の大半

が依然として潜在的な反ナチ勢力を形成していたためである。こうした状況の

なかで労働組合組織をその最後の残津に至るまで即時に廃棄すれば， NSBOの

内部的動指と労働者層の強い抵抗を招く恐れがあり，それにともなう政治的リ

スクは測り知れないものであった。 5月2日の行動のあとナチスが労働者層に

向円て， DAF 結成は決して労働組合の解体ではなくその継承を怠味~，マノレ

グス主義によって「誘惑された者」ではな< i誘惑した者」の排除が問題であ

り，さらに，それは労働者層が長い間要求していた「統 労働組合」の実現に

ほかならないと強調して， DAFと従来の労働組合との組織上の連続性と DAF

の労働組合的仇格をアピーノレしなければならなかったのは，そうした政治的リ

月クを|叶避するための戦術的配慮に基くものであったH'。

乙のように，ナチ党指導部は従来の労働組合の解体に成功したものの，労働

者問題への対応の準備の遅れと労働者層に対する誉戒から，労使閥係の新秩序

の形成および労働者層のゾチ・レジ ムへの政治的統合という課題はいぜんと

48) Rede Leys auf der 5. Jahrtagung der DAF im September 1937， zit. nach; T. W. Mason， 
op. cit.， S. 99 
49) H..G. Schumann， op. cit.， S. 79 i T. W. Mason， op. cit.， S. 100 
50) この選挙においてナチスは平均25%L か獲得できなかったという~ Vgl. M. Broszat， Der Staat 
Hitlers， Munchen 1969， S. 181 
51) 日G.Schumann， Q.ρ cit.， S. 78-9 
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Lて未解決のまま残されたのである。とう Lたなかで， NSBOは DAFを「ナ

チ同家労働組合」の実現と受け止めて， 5月以降労使関係への干渉を中心とす

る活動をますます活発化させていった。一部では，組合組織を奪われた労働者

が NSllOの労働組合的傾向を内部から強める円的をもって NSllOに潜入し

て煽動を行ったといわれ， このことが NSBO の急進化をいっそう押し進め

た日〉。さらに 5月16日には党のイニ γ アラィヴによって，地区ν.'，/ェノレの賃

銀関係を整序し労働法の諸規定の実施を監視する任務をもっ「経済・労働の地

区指導者J(Bezirksleiter der Wirtschaft und Arbeit)の任命に関する党指令

が出され， DAF・NSBOが経済活動に介入するチャ yスが拡大されるに至っ

た'"。とう Lた展開は，ナチ党指導部rとって，DAF・NSBOが労働者層の「不

満の貯水槽Jへ発展L，ひいては労働者層の利害を媒介する強力な社会的権力

集団として立ち現われる危険性を含むものであった刊。ここから，初期ナチ・

レジームにおける労働者問題をめくる新しい局面が開始されたのである。その

さい，ナチ党指導部は労働者層の政治的統合のために二重戦略を展開した。ひ

とつは， DAF. NSBOの「非労働組合化J(Entgewerkschaftlichung)'引を

目的とする権力闘争における反撃である。これは， 1933年 5月19日の「労働管

理官J(Treuhander der Arbeit)の設置を起点し， DAFの任務に関する四者

協定(ライ・ケプラー・シュミット・ゼノレテ 11月27日〕を経て， 1934年 1月

初日の「同民的労働秩序法J(Gesetz zur Ordnung der nationalen Arbeit) 

の制定を二応ら終点とする一連の l上からの階級闘争」の過程である間。第2

の手段は iパ YJによる労働者居心不満町緩和，すなわち失業解消のための

52) T. W. Mason， op. cit.， S. 108. 
53) Ibid.， S. 107 
54) H.-G. Schumann，噌 cit.，S. 87 
55) M. Broszat， op. cit.， S. 190 
56) 詳しくは， H.-G. Schumann， op. cit.， S. 87 f; T. W. Mason， op， cit.， S. 9.9 f;栗原優「ナ
チス経済社会体制の成立」神戸大『紀要~ 5号 (1975年)， 143-159ベージ，原田美 i(ナチス
労働組合〉の行方ーヒトラーの政権掌握から DAFの組織改造に至るまでーJW西洋史学Jl115号
(1979年)， 23-39ページ;井上此子「ナチ党の労働者政策ー闘争期から第三帝国初期にかけて
ーJ"現代史研究， 30号(19SC年)， 1-22ペ ジを参同問
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雇用創出政策の展開にほかならない。ヒトラーは， 5月1日メーデー祭のため

にベルリーン・テムベノレホフに集まった労働者大衆を前にして， 1933年中に道

路建設を中心とする公共事業の巨大フ.ロジェクトに着手する予定であると述べ

て，新政府が失業克服のために積極的な景気政策士打ち出す用意があることを

アピーんした問。それは，労働時聞の短縮と解雇の危険にさらされている労働

者を日々の困窮と不安から解放することを約束するものであり 1すべての身

分の創造的な労働者の栄誉」を噂重する「民族共同体的労働者国家」の任務で

あるときれた。こう Lたヒトラ のプロバガンタは 1ヵ月後に発表された第1

次ライ Yハノレ下計画によって具体的に実現されたが，注目すべきことは，ライン

ハノレト計画がドイツ労働組合総同盟 (Al1gemeinerDeutscher Gewerkschafts-

bund~ADGB) の公共事業プログラムと基本的内容におL、て類似しているこ

とである。 ADGBは， すでにずァイマル共和制末期より恐慌克服のための最

も重要な経済政策のひとつとして公共事業の大規模な実施を要求していた。

ADGBの公共事業プログラムはいわゆる rWTB計画」を基礎にして作成され，

1932年 4月13日ADGBの「緊急会議J (Krisenkonferenz)において正式のプ

ログラムとして承認された問。その内容は，道路建設・補修，住宅建設・修繕，

農地改良，植民，治水工事を中心とする総額 20億RMの公共事業を実施すると

いうものであった;"。この公共事業プログラムとライ γハノレト計画とり事業カ

タログの選択における類似性のゆえに，ナチ政府はラインハノレト計画が ADGB

57) Schulthess' Europaischer Geschiιhtskalender 1933， S. 116， 
58) M. Schneider， Das ArheitsbeschajJungstrogγamm des ADGB， Bonn-Bad Godesberg 1975， 
bes. S. 45-102. さらに，以下の文献を毒照。 M.Schneide丸 KonjunkturpolitischeVorstel-
lung印 derGewerkschaften in den letzten Jahren cler Weimarer Republik. in: H. Mom-
msen u. a. (日g，)， lndustrielles System und politische Ent制 cklung同 derWeimarer Re-
publik， Dusseldorf 1974; S. 226-237; de四， Arbeitsbeschaffung. Die Vorstellungen von 

Freien Gewerkschaften und SPD ZUI Bekampfung der Wirtschatsfkrise， in: W. Lutharclt 
(Hg.)， Sozialdemokratische Arheiterb町(legungund Weimurer Republik， Frankfurt a. M 
1978， s. 220-280; W. Zol1itsch， Einzelgewerkschaften und Arbeitsheschaffung: Zum 
Handlungs冷pielraumder Arbeiterbewegung in der .spatphase der Weimarer Republik， in 
GG 8/1 (1982)， S. 86-115，大野英三「現代ドイツ社会史研究序説』岩波書盾 1982年，40-5::へ
一 ν。

59) M. Schneider， Das Arbeitsbeschaffungstrogramm des ADGB， S. 94 
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のプログラムの実現であるとして，ナチ雇用創出政策の窺t金働会的性格を労働. 
者大衆にアピーノレすることができたのである。その意味で， ラインハノレト計画

は，労働組合組織の解体にともなって生ずる恐れのあった労働者層のナチ・レ

ジームに対する抵抗の才先をそらせる機能をもつものであったといえよう。

さらに，民生重視のラインハノレト計画には労働者政策との関連でいまひとつ

別の役割が課せbれていた。すなわち3 ラインハノレ l計画に盛り込まれた都市

近郊小規模植民，郊外個人住宅建設，農村植民，農地改良および道路建設等の

公共事業の実施は，工業地域・大都市の過密解消に役立つものであった。とれ

ら人口過密地域は，困窮状態にある工場労働者や失業者らが集中すZ結果「政

治的不穏の病巣」を形成していたため，農村部あるいは都市近郊において公共

事業を実施することによって失業の分散を図り，労働者層の不満の集中と組成

化を防止することができると期待きれたのである刷。それは，また同時，労働

者の「脱プロレタリア化」というナチ・イデオロギーの実践に 定の物質的保

証を与えるものでもあった。

3 中間層問題への対応

第3に，雇用創出政策をめくる営業中間層の経済的利害と彼らの政治行動の

活発化という要因を指摘しなければならない。手工業中間層は，すでにずァイ

マノレ共和制末期以来，雇用創出政策のカタログのなかでとくに家屋建設関連事

業に強い利害関心をもっていた。そのなかでもとりわけ手工業に最も迅速かっ

直接的に経済的回復効果をもたらすものとして更求されたのは，家犀修繕・改

築工事であった。 当時有力な手工業者団体であった北西 γイツ手工業者同盟

(Nordwestdeutscher IIandwerkerbund)が1932年 7月に作成した独自の雇用

創出プログラムにおいて家屋修繕・改築工事が最も重要な政策要求のひとつに

数えられていただけでなれ円 1932年後半期の各地の手工業会議所の経済政策

60) M. Wolffsohn， lndu;trie und Handwerk im Konfiikt mit staatlicher Wirtschaftspolitik? 
Berlin 1977. S. 130 
61)“ Schafft Arbeit! Eill Arbeitsbeschaffungsprogramm des Nordwestdeutschen Handwerker 

bundes "， in: Nordwe!ldeutsche Handzverkszeitung v. 15. 7. 1932， S. 219 



32 (130) 第 131巻第3号

に関する要求決議においても第 1位の優先順位が与えられている目)。こうした

展開を前にしてずァイマ九共和制末期の政府は，中間層問題への内政的配慮か

ら，家屋修繕・改築に対する助成政策を展開した。パーベン内閣は，まず1932

年日月大規模な修繕・改築工事への融資に対して 1億 RMのライヒ政府保証

を与え， 7月には利子補給金 500万RM，さらに第 2次パーベγ計画 (1932年

9月〉においてライヒ助成金 5，OC口万 RMの交付を約束した'"。シュライヒャ

ー内閣もまた， 1933年 1月24日ライヒ助成金 5，000万RMを追加交付するとと

もに，零細手工業者も助成金を受領できるように交付条年を緩和Lた刷。しか

し ζれら一連の助成策は，経済的困窮に苦しむ大半の手工業者によってあま

りに不十分であると受け止められた。各地の手工業会談所の決議によれば，手

工業救済のためにはさらに最低 2億 RMの増額が必要であった。そのための

財源の調達方法と Lて，家犀利子税 (Hauszinssteuer) を家屋修繕・改築のた

めの特定財源とするよう要求した."。

ζ うした手工業の要求を前にして，ナチ政J!Jは権力掌握以後約半年間ほとん

どみるべき政策を打ち出すことができなかった。 1933年 2月初日総選挙対策の

一環として家屋修繕・改築工事への融資に対してライヒ政府保証1億RMが与

えられたものの叩，ライヒ助成金・利子補給金から成る直接的助成政策は実現

62) 以下の手工業会議所，手工業会議所会議およびず工業諸同盟の決議を参照。 Niedersachsischer

Haud werks-und Gew町bekaリnmertagam 17/18. 10. 1932 (in : Deutsche Allgemeine Hand二
werkszeitung (=DAHZ) v. 21. Ht. 1932， S. 333); Bayerischer Handwerkskammertag am 

18. 11. 1932 (in: Das deutsche H叩 dwerksblatt(=DHBl) v. 1. 1. 1933， S. 11); Sud 
deutscher Handwerkskammertag arn 19. 11. 1932 (in: ibid.， S. 11) ; Mitteldeutscher Hand 

werkskammertag am 29. 11. 1932 (in: ibid.， S. 12) j Handwerkskammer Heilbron am 6. 12 
1932 (in: DHBl v. 1. 2.国33，S. 53) j Handwerks.kammer Konstanz am 12. 12. 1田2(in 
ibid.， S. fi4); Handwerkskammer Halle am 8. 12. 1932 Cin: ibid.， S. 54); Kreishanclwerker. 
bund Hannover-Linden am Anfang Januar 1933 (in: DAHZ Y. 13. 1. 1933); Handwerks. 
ka.mme.r Harburg .am 27. 2. 1933 (in: DHBI v. 1. 1. 1933， S. 127) 
63) •. Bestimmunge立1uber die Ge帆ahrt1ng、onZinszuschussen des Reiches fur die Instand 
setzungen" vom RAM vom 20. 7. 1932， in: DHBl v. 1. 9. 1932， S. 325; RUlld凶t;hrt:iuell

des RA恥t[vom 17. 9. 1932， in: BA， R2/2353. 
64) Erlas des RA恥4、om24. L 1933， in: RAHt. 1 1933， t:i. 33 f 
65) 注62)の諸決議参照。
66) Verordnung uber die Ubernahme von Reichsburgschaften fur Instandsetzung u. a 、om
22. 2. 1933， in: RGBI， 1 1933，旦 79
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されないままであった。また，家屋修繕・改築以外の家屋建設関連事業につい

ては，個人住宅建設への融資500万 RMおよび都市近郊小規模植民への融資

400万 RMが約束されるにとどまった町、こうした経済政策の領域における中

間層保護政策の遅々とした展開に対して次第に手工業内部かり苛立ちと不満の

戸が上がり始めヲある手ム業会議所はそれセ次のように表現している。 r手工

業は，経済回復に道を拓くためには長期にわたる困難な作業が必要であること

を十分に理解している。しかし，それにもかかわらず，絶望の淵に沈みその生

存をめくって闘コている手工業に再び勇気とヨリ良き将来への信頼を与える政

策に今すく会着手するととは可能である。今度こそ手工業の期待が幻滅に終

らないこ土幸子希望する」と閃〉。また， ドイツ手工業・営業会議所の『手工業の

経済状態に関する報告書 (1933年 1月 3月期Hは， rいまや政権に到達したサ
ークノレが政治情勢を新たに整序したあと中間層の保護に必要な諸政策を実行す

るであろうという期待は，今日までいかなる大きな有益な成果をももたらさな

かった」と指摘している刷。そのため，ドイツ手工業全国連盟 (Reichsverband

des deutschen Handwerks) の代表者は1933年 5月初め， r手工業は何を措い

てもまず仕事，仕事，さらに仕事を必要としている。そのためのあらゆる可能

性を汲み尽し， あらゆる所で手工業に必要なる配慮を加えこれを実現するこ

と」が緊急に必要であると述べて，手工業の経済的利害に応じた雇用創出政策

を速やかに実施するようライヒ政府に訴えなければならなかった問。

経済政策の分野において中間層保護政策が期待されたテムポで実行されない

状況と平行してヲ 1933年 3月以降ナチ中間層拡織の活動が急速に活発化した。

67) “Forderung de渇 Eigenheimbausaus Mitteln der Reichsanstalt fur ArbeitsvermittIung 

und Arbeitslosenversich町ung"vom 10. 3. 1933， in: RABI， 1 1933， S. 92-3; Richtlinie fur 
die vorHautische Kleinsiedlu且gund die Bercit3tcllung von Kleingarten fi.江 Erwerbslose
vom 20. 2. 1933， in: RABI， 1 1933， S. 57 f 
68) Vollversammlung der Handwerkskammer Altona， in: DAHZ v. 3. 3. 1933， S. 72 

69) Be門 chtuber die初 irtschaftlicheLage des Handwerks jur die Zeit vom 1. J，田，uaγ bi~

31. Marz 1933， erstattet von der Geschaftsstelle des Deutschen Handwerks. und Gewer 

bekammertages， in: DHBI v. 15. 4. 1933， S. 148 
70) BretzJer， Wirtschaftspolitik der nationalen Regierung und Handwerkswirtschaft， in = 
DHBl v. L 5. 1933. s. 161 
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その中心的担い手は営業中間層闘争同盟(Kampfbundfur den gewerblichen 

Mittels回nd) であった。これは，フォン・ νンテノレγTheodorAdrian von 

Rentelnを議長に，ツェレニィ Kar1Zeleny，ヒイラント PaulHilland，フンケ

Heinrich Hunke らのナチ党中間層翼を結集して 1932年12月15日に結成され

た山。ナチスの権力掌握以後，営業中間層闘争同盟の最初の重要な目標は，新政

府部内に有力な中間層利益代表者を送り込むことにあった。そ乙で，フ xン-

V ンテノレンはただちに『商業・手工業・営業のための国務次官設置に関する覚

書』を作成し，これをヒ 1ヲ に提出した問。これを受けてヒトラー内閣は，

3月 5日の総選挙へ向けてのプロパガン夕、効果を考慮に入れて 2月21日の閣

議において営業中間層担当全権委員 (Reich~komm;ssar fur den gewerblichen 

Mittelstand) の任命を決定した73)0 Lil~ L， その人選にあかつてヒトラーは

連，，-政権のA ートナーである国家人民党の利害を配慮する必要があったため，

経済相兼農相フーゲンベルグの意向を受け入れて国家人民党員ヴィーンベッグ

Erich Wienbeckの就任に同意Lた刊〉。これに対して，ナチ党中間層翼は全権

委員に当然ナチ党員が任命されるものと予想していたため， ヴィーンベック就

任は彼らにとって明らかに不意打ちを意味した。そのため，蛍業中間層闘争同

盟は手工業団体を動員してヴィーンベッグ就任決定の撤回を求める運動を展開

したが，最終的にはヒトラーとフーゲンベノレクに押し切られる結果に終ったマヘ

こうした中央政府の最高意思決定過程への参加をめくる権力闘争において最初

の敗北を喫したナチ党中間層翼は，その後闘争の矛先を既存の経済組織に転じ，

その闘争目標をこれらの組織を営業中間層闘争同盟の支配下に置くことによっ

て権力政治における主導権を奪還することに定めた。こう Lて， 1933年 3月か

71) Rundschreiben des Kampfbundes des gewerblichen Mittelstandes vom 24. 1. 1933， in: 

BA， NS22! 839， B1. 485 f 
72) T. A. v. Renteln. Denkschrift zur Schaffung eines Staatssekretariats fur Handel， 
H開 dwerkund Gewerbe， o. D. (vor 5. 3. 1933)， in: BA， R43II /277， B1. 22 f 
73) Niederschrift der Ministerbesprechung am 21. 2. 193.3， in ~ R43II/277， BL 17 

74) lbid. ifィ ンベックはそれまでハノーウァ一手工業会議所第法律顧問の職にあった。
75) Vgl. Akten i且 BA.R43II/277， Bl. 29 f 
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ら4月にかけて， 蛍業中間層闘争同盟と SAを主力とする行動部隊によって

• 「自由主義的・資本主義的勢力の一掃」をスローガンにして産業界の「画一化」

(Gleichschaltung) が開始されたのである。手元の史料によって確認できると

ころによれば，手工業において少なくとも20以上の手工業会議所の議長が「自

発的に」あるいは闘争同盟の命令に基いてその職を退雪，それに代ってナチ党

員の特別全権委員が実権を掌掻した加。また，手工業の下部組織であるイヌ Y

F委員会やイヌ /'fにおいても「画一化」が広汎に実行されたようであるm 。

こうした下部組織の「画 化』に成功を収めたあと，営業中間層闘争同盟は全

国Vベルにおける中間層組織の再編成に着手Lた。すなわち，業種別企国団体

(Reir.hsfachverhi:inde) を「画一化J Lたあ左， 日月耳目フォン・レ Yテノレy

とツェレユィの主導のもとに「ドイツ手工業全国身分団J (Reichsstand des 

deutschen Handwerks)が結成された78)。その任務は， I全般的な職業身分制

的経済秩序の枠組におけるドイツ手工業の新しい身分制的組織」を構築するこ

とにあるとされ問' ここに蛍業中間層闘争同盟の全国レベノレにお什る組織的拠

点が形成されたのである。

ζ うした中間層内部の「画一化」とならんで，ナチ党中間層翼の進撃は工業

に対する闘争においても活発な展開を示した。一方で I画一化」の波にのっ

て地方レへノレにおいて各地の商工会議所から個々の経営にいたるまで営業中間

層闘争同盟や SAによる不法な占拠や干渉が頻繁に行われ，他方で，ナチ党全

国指導部経済政策局長ヴァーゲナー OttoWilhelm Wagen引を中心とするサ

76) Vgl. DHBl， 37. jg. (1933)， S. 159， 180， 199 
77) T(叫 igkeitsberichtdes Delitschen Handwcrks-und GeτlJerbeka開制rtages(ー占HKT)und 

des Reichsverbandes des deutschen H andwerks (ニRVDH)jitr die Zeit vom 1. J，問ua，
bis 30. April 1933， S. 4; V. Ch田 i，StruktUT und F削 ktionder H andwerksorganisation-
in Deutschland seit 1933， Berlin 1966，旦 3]/ また，ヒ 4 ラントによる IJ\~定業の「固化」

については> H. Uhlig， Die Warenhauser im Dritten Reich， Koln/Opladen 1956， S. 72f 
を参照岨
78) V， Chesi，op. cit.， S. BSf.また，小売業においても 5月4日「ドイツ商業全国身分間JCReichs-
stand d田 deutscheη H.mdels)が結訪Eさオ1，1::0 Vgl. M. Broszat.'ot. cit.， S. 211 
79) Tatigkeitsbericht de. DHKT und RVDH fur die Zeit vom 1. Mai his 81. Oktober 1933， 
S.5 
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ークノレが職業身分制的経済担会秩序の建設を楳傍して全国工業団体の「画一化J

を画策，~ていた。ヴァーゲナーは1933年 4 月 15 日「ドイツ工業全国連盟および

非農業部門担当全権委員」に就任し，経済政策に一定の影響を与えうる地位を

獲得した。 そして， 5月初め手工業および小売業の組織的再編に成功したそ

の勢いで全国レへんの工業団体に対する攻勢を強め， ついに 5月12日フ ゲ

ンベノレクの強い反対を押し切ってドイツ商工会議 (Deutscherlndustrie-und 

Handelstag)の議長・事務局長に営業中間層闘争同盟のフォン・レンテノレンと

ヒィヲン lを送り込むことに成功した。こうした攻勢の結果，いまや営業中間

層の重要な闘争目標である「経済の身分制的改造のための人事上自重要な前提

条件JSO) が整ったのである。 1933年 5-6月に営業中間層は権力政治の領域に

おいて有カ古朴会的権力集団として立ち現われ，ナチ・レジーム全時期にわた

って政策決定過程に自律的に影響を及ぼしうる最大のチャンスを獲得したので

ある80c

以上でみたように，一方で経済政策における中間層保護政策の展開が遅滞し

ている状況に対して手工業者の苛立ちと不満が次第に昂進し始め，他方で権力

政治の領域において営業中間層闘争同盟を中核とするナチ党中間層翼が進撃を

開始するという事態に直而して，内政におけるナチ党指導部の政策選択の余地

80) H. A. Winkler， Der entbehrliche Stand. Zur Mittelstandspolitik im“Drit出 1Reich "， in: 
Archiv fur Sozialgeschichte 17 (1977)， 5. 4 Cauch ders.， Liberalismus und Antilibera-
z，問問5，Gottingen 1979. S. 112) 
81) 営業中間周の利益政治の展開とその限界については 別稿において立ち入って考案する予定で
あるが，基本的文献として以下りものを参照されたい。B.KeUer， Das Handwerk im faschis-
tz'schen D.eutschland， Koln 1979; C，-D. Krohn I D. Stegmann， Kleingewerbe und National 
sozi.alismus in einer agrarisch-mittelstandischen Region. Das Beispiel Luneburg 1田0-1939.

in: Archiv fur 品目algeschichte17 (1977)， S. 41-98; M. Ohlsen， Die AU5tragung des 
G'K四satzeszwiscken Monopolkapital und仙叩師 undmit沼lerenUπternehmenτzu Beginn 
der f田 chistischenHerTschaft師 Deutschland1933-1934， D田 Jena1971 i R. H. Ra-
misch， Die berufsstandische Verfassung叩 Theorieund Praxis des Nationa!soz臼lismus，
Di田 BerlinCW) 1957; A. v. Saldern， Mittelst田 dim“Dritten Reich "， Frankfurt a. M 
/New Ynrk 1979; F. Sr.hiiler， Das Handwerk im DritteπReich， Bad Worishofen 1951; A 

Sch weitzer， Die NI同 ifizierungdl釘 Mittelstandes，Stuttgart 1970; H. Uhlig， op. cit.; H. A 
Winklcr， op. cit 
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は著しく狭められざるをえなかった。ナチ党指導部は中間層問題に対するそれ

までの不明確な態度をもってしてはもはや中間層の攻勢に十分に対応しきれな

いことを認識しなければならなかった。こうした状況に規定されて1933年春以

降一連のナチ中間層政策が打ち出されてくるのである。[小売莱保護法J (邑

月12日)， [景品制度に関する法律J(5}j12日)， [強制執行の継続的措置に関F

る法律J(白)，24日)， r百貨同内の自営手工業経首廃止に関する法令J(7月11

日)， [1933年度百貨庖税・支出税調整法J (7月15日〉などの一連の立法措置

がそれである問。本稿で問題としているヲイ γハルト計画もまさし〈以上の関

連のなかで打ち出されてくる中間層政策の一環として位置づ円ることがで"る。

寸でにみたよう 1" ラインハルト計画の事業カタログには手工業がヴァイマル

末期以来その経済的救済策として第 1位の優先権を与えて要求していた家屋関

連事業が責点的に盛り込まれていた。また，手工業が最大の受益者となった家

屋修繕・改築工事をラインハルト計画に盛り込むきいにヒトラーのイニ yアテ

ィヴが強〈働いたことを確認することができる。パーベン計画および緊急計画

ではそれらの事業がほとんど重視されていなかったため，ナチエはラインハノレ

ト計画をそれに先行するプログラムから明確に区別される親中間層的政策であ

るとアピーノレすることができたのである O それとならんで， ライ Yハルト計画

の施行令において，大企業が公共事業を一括受注することが原則として禁止さ

わし，公共事業は中小経営に優先的に発注されるべきであると明記されたeeらま

た 7月15日の労働省令によれば， 家屋修繕・改築に対するライヒ助成金は

1933年 7月7日現在手工業会議所の「手工業名簿」に登録されている手L業者

が修繕・改築工事を施行した場合にのみ請求することがてきた8ヘこの規則は，

市場におい亡手工業の強力な競争者として現われたいわゆる「もぐり営業」

(St.:hwar品 rbeit) を雇用劃J山政策の受主主体系から排除することを目的とするも

のであった。手工業はもぐり営業の拡がりを「手工業をカオスと破滅へ導き」

82) 個々の政策内容に勺いては，RGB1， 1 1933の該当箇所奉照。

83) AB-DVO VOm 28. 6. 1933， in: RGBI， I 1933， S. 425 
84) Erlas dC3 RAM vom 15 7. 1933， in: RAB1， 1 1933， S. 172 
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「中間層を弱体化させ， したがって国家を弱体化させJ r国家の最後の支柱の

崩壊」をもたらすものとしてその法的規制を強く要求していたため町九以上の

施行規則は手工業によって満足の意をもって迎えられた。さらに，前節で考察

されたように，公共的土木事業および結婚奨励貸付金制度において「必需品購

入証」がえ刊され購買力の拡大に大きな役割を果したが，乙の制度の最大の直

接的受益者は手工業および中間層的小売業であったといえる。以上のことから，

ライ Y ハルト計四を雇用創出政策における「中間層プログラムJ(Mittelstands 

Arbeitsbeschaffungsprogramm) と捉えるシュヴァイツアー ArthurSchweitzer 

のテーゼは正鵠を射ているといえよう附。まきしく 1933年春以降ナチ党指導部

が内政的対応を迫られた営業中間層問題は再軍備政策の遂行にとって制約的要

因として機能し，軍備拡張を雇用創出政策の枠内で実現するための政策選択の

余地を著しく狭めたのである。 r中間層プログラム」はこうした内政的展開の

所産であった。こうした視角からラインハノレト計画の社会的機能を捉えるなら

ば，それは，手工業中間層の求める経済政策上の諸要求の部分的実現を約束す

ることによって，彼らの政治化した急進的エネルギーを既存の経済・社会秩序

の職業身分制的変革という政治的目標設定からそらし，それを物質的果実の享

受の方向へ繍導するものであったといえよう。

4 大工業との利害調整

大工業にとって雇用創出政策をめくる「優先問題」が決定的に重要であった

ことは言うまでもないが， しかし，ラインハノレ J計画の作成が具体的に開始さ

れた段階では，むしろ不況対策を実施「るために必要な前提諸条件の整備がヨ

リ緊急な問題であった。ここで前捉諸条件の整備によって意味されることは，

ナチ党組織による工業団体の「画一化」および経済活動への介入を食い止める

こ主であった。 1933年 3月ジーメ γス CarlF. Siemensは， r先の事業年度の

最後の数カ月間に受注高だけでな〈照会高においてもわずかばかりの改善が現

85) Keil， Schwarzarbeit. in: DHBl v. 15. 2. 1933， S. 65 f 
86) A. Schweitzer， op. cit.， S. 69 Cauch ders.， Big Business in the Third Reich， Bloomington 
1964， pp. 160-1) 
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われた。しかし，その後開始された政治的不穏が，現われつつあった改善を台無

しに Lてしまった」と述べて内政の不安定性が経済回復の阻害要因である乙

とを指摘した""。こうした見解は工業界全体において支配的であり， 5月末に

閲かれたヒトヲーとム業界ω代表者との会談におけるクノレヅゾ GUl:lLav Kl'UPP 

von Bohlen und Haldachの次の発言はそれを集約している。「一般に無条件

に必要である経済回復のための基礎は，明確で首尾一貫した政治に対する広汎

な巨匠業界の信頼感である。 こうした基礎が生み出されかっ維持されるなら

ば，われわれすべてが願うもの，すなわち経済発展への信頼が自然な形で現わ

れるであろう。J88)また， γ 斗ミット KurtSchmittも，雇用創出政策の成功は

政治に対する信頼の回復と法の保障の確立にかかっていると指摘した叩。こう

した工業界の要請に対してナチ党指導部はようやく 7月に入ってから具体的な

対応を示すことができた。すなわち， ヒトラーは7月6日「ナチ革命の終了」

を宣言し，翌7日には百貨庖攻撃の禁止令をへス RudolfHesに公布させ，さ

らに，ナチ党中間層翼の中心人物であるヴァーゲナーをライヒ全権委員の職か

ら解任したのである船。 I平穏と秩序」を約束するこれら一連の措置に対して，

「ドイツ工業全国身分団JCReichsstand der Deutschen Industrie) 9J)は 7月

15日蔵相シュヴエリーン・フォ γ ・クロージクに書簡を送り I全国身分団は，

これに加入する団体・企業に対する働きかけや公示の伝達を通してライヒ政府

によって開始された失業克服事業り促進を図る ζ とを義務と考えている」と伝

え'"ナチ雇用創出政策に協力するための前提条件が整えられたことを満足の

豆、をもって確認した。こうした展開を踏まえて， ドイツ工業全国身分団は7月

87) Rede Siemens auf der Generalv台TMmmlungder Siemens & Halske AG vom 25. 2. bis 

3. 3. 1933， in: Der deutsche Volkswirt v. 3. 3. 1933， S. 688 
88) Besprechudg mit Industriel1en am 29. 5. 1033， B1. 357 
89) Ibid.， BL 360 

90) Erklarung Hitlers var den Reichsstatthaltern am 6. 7. 1933， in: Schulthess' Europaischel 
白田chichtskalender1933， S. 170; Anordnung von Hes vom 7. 7. 1933， in: H. Uhlig， op 
cit.， S. 111; H. A. Winkler， op. cit.， S. 5 
91) Iドイツ工業生J国身分団」は1933竿 6月比目「ドイツ工業全国連盟」と「ドイツ使用者団体連
合」が合同して結成された。 Vgl.M. Wolffsohn， op. cit.， S. 200 
92) Schreihen Herles am RF恥i[vom lfi. 7. 1933， in: BA， R2/1B825 
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中旬ピーツィシュ AlbertPietzschを委員長とする雇用創出問題特別委員会を

設置し，雇用創出政策に積極的に取り組む姿勢を示した山。そして， 1933年秋

以降この特別委員会の活動を基慌にして資本集約的公共事業を中心とする雇用

創出政策路線が人工業白側から要求されてくるのである刷。

ところで，ライシ(ルト計画の立案段階において，雇用創出政策の路線をめ

ぐる大工業の立場はその内部において必ずしも一様でなかった。電機・化学工

業を中心とする輸出関連工業ほ，間際的競争力を強化することに利害関心をも

ち，牛産費用の縮減を可能Fする間接的雇用創州政策の優先的実施を要求した。

たとえば， ドイツ商工会議は1933年 2月初め経済政策に関する党書をライヒ政

府に提出したが，そこに挙げられた要求カタログ，すなわち，①輸出維持のた

めの「自由主義的」通商政策，②民間経済力を強化するための減税(例 パー

ベン計画の租税証券制度の継続)， ③公共支出の削減から成る要求カタログに

は，私経済のイニシアティヴによる景気回復を優先させ，国家による直接的雇

用創出を拒否する立場が明確に示されている'"。また，ジーメン兄の次の発言

はそうした立場を卒直に表明したものである。 r国内における雇用創出は輸出

に代るし、かなる代替物をも主たらすことができない。それは，限られた期間に

わずかな人々に労働とパンを与えることができるだけであり，そのための財政

上の可能性は訂常に狭められており，将来に負担を残すという古くからの過ち

が繰り返えされるだけである」と閥、 ζ れに対して，重二L業は，間接的雇用創

出政策が工業全体にもたらす景気浮揚効果を基本的に恩認Lつつも z 同時に，

E按的雇用創出政策のなかで重工業に重点的に注文をもたらす公共事業に強い

関心を示Lた。その代表的例と Lてライヒ鉄道の事業を指摘することができる。

!l'l) M. WoJf[~ohn ， ot. cit.， S. 204 

94) Vg1. A. Pletzsch. Arbeitsbeschaffung. Grundsatzliche Betrachtungen uber Volkswir臼ctaft，
jn: Arbeitsbeschaffung und Marktordnulog. Tagung des Ausschusses fur Allgefftein/j 

Wirtschafts' und品zialpolitikdes Reichsstandes der Deutschen lndustrie am 18. 10 

1933， o. O. l~öJ ， S. 5-o7 

95) D. Petzina， Hauptprobleme der deutschen Wirtschaftspo1itik 1932/33， in: VfZ 15 (1967)， 
S. 41 

96) Rede Sieme立lS，S. 688 
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たとえば，合同製鋼のペンスケ事/'Ernst Poensgenは193&年 3月29日付のテュ

ッセ γFritzThyssen宛の書簡のなかで， 1933年度のライヒ鉄道の事業予定

額が1930年度より 43%，32年度より 10%減少し 8億 RMにとどまる見透しで

あると述べて， ライヒ鉄道の事業発注高が30年度の実績まで回復することが重

工業にとって決定的に重要であるとする立場から， 33年度にはさらに6憶 RM

の追加事業が必要であると指摘した。そして，機械工業の諸団体とともにこの

問題に関する委員会を設置して，追加事業の重要性をヒトラーに訴えることを

主思案した"、

以」コでみたように，雇用創出政策の「優先問題」をめぐって大工業内部の路

線は必ずしも一致していたわけではない。しかし，少なくとも確認しうること

は2 大工業が民生的・労働集約的公共事業を中心とする直接的雇用創出政策に

優先権を与えず，むしろそれの景気浮揚効果に対して懐疑的であったことであ

る。こうした立場はヲイヒスパンク総裁シャハト HjalmarSchacht の次の発

言に集約的に示されている。 r壕を掘り，砂を運搬し，道路に砂利を敷くなど

という緊急救済事業[;1:経済のテョ入れという目的にとってほとんど何の役にも

立たない。」則また 5月末のヒトラーとの会談の席上でテュッセンは経済政

策の目標を長角創品ではなく貧年創白に置くべきであると述べ，具体的な政策

として利子率引下げと「合目的的」信用拡張を提案した制。これに対して， ジ

ュミッ}の見解はヨリ明快であった。シュミットは 11司家がそのイニシアティ

ず，立法，経済市場への影響力を行使して行いうることは決L 亡決定的なこと

ではありえなL、」と指摘して r私経済白優位」を重視する立場から政府主導

の直接的雇用創出を批判した100)。

雇用創出政策をめぐる大工業の要求のうち問接的雇用創出政策ばライソハノレ

97) Schreiben Poensgens an Thyssen vom 29. 3. 1933， in: BA， R431I 1536， 81. 73 f 
98) Rede Schachts auf der Generalversammlung der Reichsbank am 7. 4. 1933， in: Schul 

thess' Rurο)taischer Geschichtskalender 1933， S. 94 

99) Besprechung am 29. 5. 1933， B1. 367 
100) Ibid.， 81. 359 
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ト計画におし、て部分的に実現された。すなわち， ヒトラーは 5月31日の閣議に

おいて企業に対する1932年虚の課税水準を今後5年間凍結することを約束する

と同時に'"に更新投資に対する減税措置を第l次ラインハルト子|由に盛り込

む4 とによっτ間接的雇用創出の要求に応じたりでめる。後者の減税措置の実

現には機械工業のイーシアディヴが決定的な役割を果した。すなわち1 ドイツ

機械製造工場協会 (VereinDeutscher Maschinenbuu-Anstalt)は4月18日減

価償却促進のためのプランをライヒ政府に提示したが，ライ Yハル「計画の減

税措置は手れを基礎土して立案きれたのである 102)。ただし， ドイツ機械製造

工場協会が新規投資に対する税制]上の優遇措置を求めたのに対して，ラインハ

ノレト計画では，労働市場政策上の配慮を優先させる立場から，減税の対象が更

新投資に限定されたことは前節にて明らかにしたとおりである。さらに， 下月

15日の「租税軽減法J(Gesetz uber Steuererleichterung)は，①工場建築物の

修繕・補修に支出された費用の10，9百を所得税・法人税の査定から控除できるこ

と，②新製品の発明および新しい生産方法に対する所得税・営業税等の減税の

実施を定めた103)。この「租税軽減法」は，経済相がフーゲンベノレグからシュミ

ットに交代したあと，新経済相ジュミヅトのイエシアティヴに基いて立案され

たものである。ところで， これら一連の減税政策がまずもって大工業の経済的

利害を配慮した結果であったことは疑いないとしても，ラインハルト計凶全体

からみれば副次的プログラムであったといわなければな bない。 ナチ党指導

部は，先に考察された経済的およひ。内政的諸条件に規定されて，大工業がその

実施に消駆的であった民生的・労働集約的公共事業プログラムをナチ雇用創出

政策の基本路線と Lて打ち出きねばならなかったからである。そのかぎわで，

1933年のナチ雇用創出政策において大土業の利害貫徹の余地が大舎かったとし

てラインハノレト計画を大工業主導の経済政策であったと捉えるテーゼは，一定

の修正が必要である。 むLろ， 一連の減税政策は， 直接的雇用創出を中核と

101) Vermerkung uber die Chefbesprechung am 31. 5. 1933， BI. 222 
102) M. Wolffsohn，叩 at.，S. 278 
103) Gesetz uber Steuererleichterung vom 15. 7. 1933， in: RGBI， 1 1933， S. 491-2 
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するラインハノレト計画を実行することとひきかえに大工業に与えられた一種の

「代償政策」であったといえよう。

III結び

以上で検討した主要な論点を要約すれば次のとおり Eある。

ナチ党指導部は，すでに権力掌握直後より，再軍備体制を確立して「東部生

存圏」を奪取する計画を政治的・軍事的戦略目標に設定したが， ドイツ再軍備

が国際的に禁止されている状況のもとで軍備拡充を推進ずるにほき Lあたりそ

の隠れ蓑として雇用創出プログラムを利用するととが好都合F考えられたn

1933年前半期にナチス以前の雇用創出政策の枠内において民生的雇用創出から

軍事的雇用創出へ重点を移動させることに成功したかぎりにおいて，再軍備の

偽装というナチ党指導部の政策意図は一定程度実現されたといえよう。 しか

し νジームの政治的課題が権力の奪取からその定着へ移行する段階に至って，

フチ党指導部は社会諸集団の利害が複雑に交錯し対抗し合う経済政策の領域に

おいてナチス独自の政策プログラムを提示する必要に迫られた。それは， ドイ

ツ経済が直面する経済不況を克服するための具体的な処方築と展望を与えるも

のでなければならず，また，その;昔、味で，ナチ政府の現状変革の意思と実行能

力を問うものであった。こうした関連のなかでラインハルト計画がナチスの雇

用創出プログラムとして打ち出され，そこでは基本的に「失業の量的減少」の

原則が優先され，労働集約的・民生的公共事業に政策の重点が置かれた。ナチ

党指導部がラインハノレト計画の立案過躍においてその軍事政策的戦略目標を優

先させることは困難であった。-)Jで，労働市場にお円る失業の緩慢な減少お

よひ地点財政の危機的状態に直面Lてレたからであり，また他方で，労働組合

組J織解件後の労働者層の政治的統合問題および1933年春以降のナチ党中間層翼

の権力政治における進撃に対する政治的対応の必要性という内政的課題に取り

組まなければならなかったからである。とれらの経済的および内政的諸要因は，

ナチ党指導部がその軍事政策的意図をラインハノレト計画の枠内で実現しうる政
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策選択の余地を狭陸化する制約条件として作用した104)。その意味で，ヲイ γハ

ノレト計画の歴史的意義は，経済的再軍備政策との機能的連関からだけでは捉え

きれず，むLろ，ナチ・レジ ム確立過程の初期局面においてナチ党指導部が

l直面し早急な解決を要請された諸問題に対する経済政策上の戦術的対応という

内政的連関から捉えられるべきであろう。ナチ政府は失業対策において「口に

見える成果」を速やかに達成することによって新政府の政策立案・遂行能力を

実証し亡みせる ζ とが何よりも重要であった。この課題を果Lたときはじめて，

営業中間層・労働者大衆向けのナチスプロパガンFを「ピラと演説によるプロ

パガンfJから物質的内突をともなった其の政治プロパガγ ダヘ高めるととが

できたのである。まさ1..-< . ライ Yハノレト計画を中核とする雇用創出政策は，

ナチ・レジーム初期における社会安定化政策としての機能を有するものであっ

たといえよう。

ナチ政府は， ラインハノレト計画の公共事業プログラムを1933/34年冬期 (12

月一3月)に重点的に実施1..-，年間を通じて失業者がもっとも増加する冬期に

104) ブチ世指導部の政策意図とその嬰現を規定する時守酌諸条判との関連やめくfる問題は，本布高円

課題設定における基本的な出発点であったが，近年ふたたび開始された「ナチ レジ A におけ
。独裁者ヒトラーの役割と位置」をめぐる論争の依需をも形成している。この論争の尭端とな 3

7こ福音派アカデミー主催のシンポジウム「歴史学における個人と構造J (1976年開催〕における
そA ゼン IIansM01l1lnsenとヒルフプラント KlausHild巴LrandとD同てむわれた撒しい討論

を事H司さhたい(K.Hildebrand， Nationalsozialismus oder Hitleri四lUS?in: Piιrsonlichlait 
und Struktur in 申r Gesechichte， hrsg. v. M. sosch， lJu悶eldorf1977， S. 55-61; H 

Mommsen， NatIonalsozialismus oder Hitlerismus? in 品id..S. 62-71) この問題はj その後，

1979年5月にロンドンドイツ史研究所主催のヅンボジウム「ドイツ第三帝国の支配措告と社会」

において， ヒトラ の佼割の「意図主義」的把撞(“ Intentionalismus")に立つヒルデフラン
トbの立場と. r輯拍包主義」的把握("Funkti.onalismusつを主張するそムゼン， メーソン
Tim Mason らの立場との重要な対立点として， 司り士面的に展開された (ν ノポシウムの

報告鎮である D~ “Fuh町内taat".- M戸I回 sund Rω~lität， hrsg. v. G. Hi四 chfeldu. L 

Kettcnacker， Stuttgart 1981， bes. S. 23-97士参照〉。 また，前:'1.9回トイツ歴史家大会(19曲

年3月ヴニLルツプルクにて開催〉のハネノレディスカッンョン「ブチズム研究における残された諸
問題J (司会， ウインクラー HeinrichA. Winkler)においても， フラッ山一 KarlDietrich 

Bracher，ヒルグノレ パ Andreas Hillgruber，イヱッケル EberhardJackelとそムセン， シ

ダ Wolfgang Schiederとの閣で再度この問題をめぐって論争が行われた。なお，以上の論

争について山口定時の紹介と聾理がある。山口定「ファシズム・『近代化』・『全体主義』 政治
史研究における理論と実証の交錯ーH政治学と隣法諸科学の問j(年報政治学1980)，167-196へ
ーシ。



ナチ田 νジーム初期の雇用創出政策〔下〕 (143) 45 

前年比36.7%減の成果を挙げてこの困難な時期を乗り切り，その後ラインハノレ
島

ト計画実施1年後の1934年6月には1933竿6月と比較しτ約 218万の失業者減

少 (44.8%減〉の実績を残すことができた。こうした雇用創出政策の成果は，

ナチ政府がその統治能力と統治責任を具体的な形態で大衆に示すのに十分であ

ったといえよう。いまやナチ党指導部は， 1934年春を画期として経済政策を転

換し，その後 rlノーム事件」を経て確立された伝統的権力エリート(大工業・

国防軍〕との二元的支配体制を基礎として iメアォ手形」を横行と Fる再軍

備政策士本格的に開始するのであるo

(1982. G. 26稿〉


